明治大学における教職課程履修学生の教職への意識-2002年度教育実習指導室アンケートの再分析から- by 伊藤,直樹
〔論　　文〕
明治大学における教職課程履修学生の教職への意識
一2002年度教育実習指導室アンケートの再分析から一
伊　藤　直　樹
はじめに
　本学では駿河台キャソパス及び生田キャソパスに教育実習指導室を設置している。教育実習
指導室では，教育実習や教員採用試験等，教職に関連する様々な情報，資料に学生が自由に接
することができるとともに，両キャンパスに1名ずつ配置されている実験助手補が学生の事務
手続きのサポートや学生からの相談への対応にあたっている。この教育実習指導室が中心とな
り，1999年度より，毎年，当該年度に教育実習を行った学生を対象にアンケート調査が実施さ
れており，本年度（2003年度）でアソケートの実施も5回目を迎えている。この間，アンケー
トの分析から，教職課程を履修している学生が，教職に就くことや本学の教育実習指導室の活
動及び教員採用試験準備講座などに関してどのように感じ，考えているかについてのデータが
提示されてきた。
　このアソケートが開始されたきっかけは，教育実習指導室において学生の対応にあたってい
た増田恵子・小泉玲名の両名が「担当者の立場から個人としての対応上の困難さや，問題」を
感じていたことにあり，その目的はこのアソケートの結果を「これからの教育実習指導室の運
営に反映させ，生かして」行くことにあるという1）。実際，増田恵子の報告2）を見ると，学生
が資料の閲覧はもとより，担当者に教育実習や進路に関する相談を行ったり，学生自身が研究
会を行ったりするなど，様々な目的で教育実習指導室を利用していることがわかる。教育実習
指導室が単なる資料室や一方向的な指導を行う場としてではなく，大学における学習の一環と
して有意義に利用されていることがうかがえる。
　昨今の学生の印象として，学生が多様化してきたこと，また，学生の社会性が必ずしも十分
に身に付いていないことが挙げられよう。大学内の様々な部署において，学生との対応に困難
を感じる場合が少なくないと思われ，増田・小泉の先述のコメソトにあるように教職課程にお
いてもその影響は免れない。一方，文部省高等教育局・大学における学生生活の充実に関する
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調査研究会の報告書3）にあるように，大学は現在，学生生活がより充実したものとなるよう積
極的にサービスを改善していく必要性に迫られている。こうした昨今の状況を踏まえると，学
生を対象にしたアンケートから得られる回答は，これまで個々の教職員が全体的な印象として
とらえてきた学生の様々な姿を補完する貴重な資料となりうると言える。
　教育実習前後の学生の心理的な状況については，実習後は実習前に比べて不安が小さくなる
ことが調査研究から確認されている4）5）。また，教育実習を通じて教師としての自信ややりが
いを感じるなど「教師効力感」が高まり6），自己の進路を自ら決定していけるという感覚すな
わち「進路決定自己効力感」が高まる7）8）など，学生が教師を目指す上で，また，教師になら
ずとも自らの進路を切り開く上で望ましい特性が高まるといった効果があることが指摘されて
いる。さらに，現場の教師の仕事ぶりに接することにより，教師に対するイメージも実習前に
比べてよりポジティブな方向に変化することが報告されている9）。
　これまで本学の教育実習指導室アソケートについては，教育実習指導室のスタッフが毎年，
全体的な傾向について詳細な分析10）－13）を行ってきており，学生への指導のあり方について貴
重なデータを提供してきた。しかし，例えば，「学部ごとに教職への意識はどのように異なる
か」，「男女で教職への意識はどのように異なるか」，あるいは，「教育実習指導室を利用してい
る学生は，利用していない学生に比べて教職に就く意思が明確であるか」，「教員採用試験準備
講座に参加している学生は，参加していない学生に比べて教員採用試験を受験する意思が明確
であるか」など，これまでの分析では行われなかったサブグループごとの比較や質問項目ごと
の関連をとらえることができれば，そこから得られる知見もより多くなるだろう。さらに，実
際の学生の指導についての新たな視点や，指導上の工夫についての手がかりが得られる可能性
もある。
　そこで，本研究では，野口朋子・大森春菜が報告している2002年度の教育実習指導室アン
ケートの結果14）を上記のような視点から再分析することとした。
方　法
　2002年度に行われた教育実習指導室アソケートの回答のうち454人分のデータを分析の対象
とした。なお，これは2002年度に教育実習を行った学生532名のうちの85％に相当する。対象
となった学生の内訳を表1に示した。
　本研究で分析に用いた質問項目は，「学生の所属・性別」，「教育実習指導室の利用の有無」，
「教育実習指導室の利用頻度」，「教員採用試験の受験意思の有無」，「教員採用試験準備講座の
周知度」，「教員採用試験準備講座への参加の有無」，「5年以内に教職に就く意思の有無」であ
る。実際のアソケートの内容は『明治大学教職課程年報No．25』（p．126～p．128）に，「教員
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表1分析の対象となった学生の内訳
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単位：人
採用試験準備講座」については小谷秀高の報告15）に，それぞれ記載されているので，それらを
参照されたい。
　また，アンケートが，回答者が全ての質問に一律に回答するという構成になっていなかった
こと，回答に未記入のものも多かったことから，それぞれの分析ごとに有効回答数を設定し分
析を行った。統計的分析には，当てはまる人数をもとに関連を見る際にはカイ2乗検定ないし
直接確率計算を用い，質問項目に対する得点をもとに関連を見る際には分散分析を用いた。所
属別の分析において，カイ2乗検定の結果，有意差が認められた場合には，どの所属の関連が
強いかを特定するために残差分析を行った。また，回答の統計的処理にはSPSS　ll．5J　for
Windowsを用いた。教育実習指導室の利用頻度についてたずねている項目については，利用
頻度の高い順に12～1点という得点（以下，「利用頻度得点」と表記）を割り当てて分析を行
った。なお，紙面の都合上，結果については主なもののみを掲載した。
結　果
　1．所属別の分析
　学生の所属別に「教員採用試験の受験意思の有無」を集計したところ，表2の通りとなった。
学生の所属と「教員採用試験の受験意思の有無」の関連を見るためにカイ2乗検定を行ったと
ころ，両者の間に有意な関連が見られた（xl8）＝18．38，　p＜．05）。そこでどの所属の関連が強
いのかを見るために残差分析を行ったところ，文学部（受験する群：残差＝2．10，p＜．05），
農学部（受験する群：残差＝－3．17，p〈．Ol）がそれぞれ有意であった。すなわち，文学部
においては「教員採用試験の受験意思」のあるものが多い傾向が見られ，農学部では逆に少な
い傾向が見られたということになる。
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表2　所属別に見た教員採用試験の受験意思
受験する 受験しない 計
法　学　部
商　学　部
政治経済学部
文　学　部
理工学部
農　学　部
経営学部
大　学　　院
科目等履修生
　　計
　9（39％）
17（49％）
28（42％）
71（50％）
32（48％）
15（24％）
　2（22％）
　2（18％）
　5（63％）
181（43％）
14（61％）
18（51％）
39（58％）
72（50％）
35（52％）
47（76％）
　7（78％）
　9（82％）
　3（37％）
244（57％）
????????? ? ? ????
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単位：人（％は各学部内における割合）
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図1　所属別に見た教員採用試験受験・非受験の理由
　学生の所属別に「教員採用試験の受験理由・非受験理由」をあわせて集計したところ，図1
の通りとなった。以下，所属別の分析に関しては，分析の対象となった学生が少なかった経営
学部，大学院，科目等履修生を除いた学生の傾向を中心に述べることにする。
　まず，法・商・政経・文の各学部は2割強が「教員になりたい」という理由で教員採用試験
4
を受験することを考えており，中でも文学部はこの割合が28％と他の文科系学部と比ぺて若千
高い傾向が見受けられる。これに対し，理工学部は4割近くが「教員になりたい」という理由
で教員採用試験を受験することを考えており，農学部は逆に約1割のみが「教員になりたい」
という理由で教員採用試験を受験することを考えている。
　また，法・商・政経の各学部は2割強が「企業への就職希望」という理由で教員採用試験を
受験しない予定であり，文学部はこの割合が16％と他の文科系学部と比ぺて若干低い傾向が見
受けられる。これに対し，理工学部は約4分の1の学生が「進学希望」という理由により教員
採用試験を受験しない予定であり，農学部はこの割合が4割近くにものぼっている。
　さらに，学生の所属別に「5年以内に教職に就く意思の有無」を集計したところ，表3の通
りとなった。これについてカイ2乗検定を行ったところ，所属と「教職に就く意思の有無」の
問に有意な関連が見られた（xl8）＝17．61，　p＜．05）。そこでどの所属の関連が強いのかを特定
するために残差分析を行ったところ，文学部（教職に就く群：残差＝2．29，pく．05），農学部
（教職に就く群：残差＝－3．52，p＜．Ol）がそれぞれ有意であった。すなわち，文学部におい
ては「5年以内に教職に就く意思」のあるものが多い傾向が見られ，農学部では逆に少ない傾
向が見られたということとなる。
　なお，「教育実習指導室利用の有無」，「教育実習指導室の利用頻度」については，学生の所
属による統計的に有意な差異は見られなかった。
表3　所属別に見た5年以内に教職に就く意思
教職に就く 教職に就かない 計
法　学　部
商　学　部
政治経済学部
文　学　部
理工学部
農　学　部
経営学部
大　学　　院
科目等履修生
　　計
11（58％）
24（73％）
46（72％）
96（73％）
37（60％）
24（44％）
　5（63％）
　7（64％）
　5（71％）
255（66％）
　8（42％）
9（27％）
18（28％）
35（27％）
25（40％）
30（56％）
　3（37％）
　4（36％）
　2（29％）
134（34％）
???????????????????
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単位：人（％は各学部内における割合）
　2．　男女別の分析
　男女別に「教育実習指導室利用の有無」について集計したところ，表4の通りとなった。性
別と「教育実習指導室利用の有無」の関連を見るためにカイ2乗検定を行ったところ，両者の
間に有意な関連が見られた（κID＝3。85，　p＜．05）。すなわち，女子の方が男子より教育実習
指導室を利用したことがある学生が多い傾向が見られたこととなる。
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表4　男女別に見た教育実習指導室利用の有無
利用した 利用しなかった
??
???? 174（67％）
116（76％）
290（71％）
85（33％）
36（24％）
121（29％）
259
152
411
単位：人（％は各性別内における割合）
　なお，「教育実習指導室の利用頻度」，「教員採用試験の受験意思」，「5年以内に教職に就く
意思」には，性別による統計的に有意な差異は見られなかった。
　3．教員採用試験受験予定者の分析
　「教育実習指導室利用の有無」と「教員採用試験の受験意思」について集計したところ，表
5の通りとなった。「教育実習指導室利用の有無」と「教員採用試験の受験意思」の関連を見
るためにカイ2乗検定を行ったところ，両者の間に有意な関連が見られた（zl1）＝6．57，　p＜．05）。
すなわち，教育実習指導室を利用したことがある学生に「受験意思」があるものが多く，利用
したことがないものに「受験意思」がないものが多いということになる。
表5　教育実習指導室利用の有無と教員採用試験の受験意思
受験する 受験しない
??＝?
????? ???? 148（47％）
42（33％）
190（43％）
169（53％）
84（67％）
253（57％）
317
126
443
単位：人（％は利用の別内における割合）
　次に，「教育実習指導室の利用頻度得点」を「教員採用試験の受験意思の有無」別に求めた
ところ，表6の通りとなった。「教育実習指導室の利用頻度得点」と「教員採用試験の受験意
思の有無」の関連を見るために「利用頻度得点」について分散分析を行ったところ，有意な効
果が見られた（F（1，D＝12．91，　p〈．Ol）。したがって，「教員採用試験の受験意思」があるもの
ほど「教育実習指導室の利用頻度」が高く，逆に，「受験意思」がないものほど「利用頻度」
が低いことになる。
　　　　　　　　　表6　教育実習指導室の利用頻度と教員採用試験の受験意思
人　数 利用頻度得点 標準偏差
???????? 139
161
300
6．89
5．78
4．51
2．79
2．58
2．74
次に，「教育実習指導室の利用頻度得点」を「5年以内に教職に就く意思の有無」別に求め
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表7　教育実習指導室の利用頻度と5年以内に教職に就く意思
人　数 利用頻度得点 標準偏差
教職に就く
教職に就かない
全　　　　　体
253
133
386
5．07
3．46
4．51
????
たところ，表7の通りとなった。「教育実習指導室の利用頻度得点」を「5年以内に教職に就
く意思の有無」の関連を見るために「利用頻度得点」について分散分析を行ったところ，有意
な効果が見られた（F（1，1）＝17，69，p＜．01）。したがって，「5年以内に教職に就く意思」があ
るものほど「教育実習指導室の利用頻度」が高く，逆に，「意思」のないものほど「利用頻度」
が低いことになる。
　さらに，「教員採用試験準備講座への参加の有無」と「5年以内に教職に就く意思」につい
て集計したところ，表8の通りとなった。「教員採用試験準備講座への参加の有無」と「5年
以内に教職に就く意思」の関連を見るために直接確率計算を行ったところ，両者の間に有意な
関連が見られた（両側検定：p＜．05）。したがって，「教員採用試験準備講座」に参加した学
生に「5年以内に教職に就く意思」があるものが多く，参加しなかった学生にその意思がない
ものが多いということになる。
表8　教員採用試験準備講座への参加と5年以内に教職に就く意思
教職に就く 教職に就かない
??＝?
参　加　し　た
参加しなかった
　　計
46（100％）
115（　86％）
161（　90％）
0（0％）
18（14％）
18（10％）
????? ?
単位：人（％は参加の別内における割合）
　なお，「教育実習指導室利用の有無」と「5年以内に教職に就く意思」，「教員採用試験準備
講座の周知度」と「教員採用試験の受験意思」，「教員採用試験準備講座への参加の有無」と
「教員採用試験の受験意思」，「教員採用試験準備講座の周知度」と「5年以内に教職に就く意
思」の間には，全て統計的に有意な関連は見られなかった。
考　察
1．所属別の傾向について
所属別の分析の結果をまとめると次の通りとなる。
①所属による「教育実習指導室の利用の有無・頻度」には差異は見られなかった。
②「教員採用試験の受験意思」及び「5年以内に教職に就く意思」には所属による差異が見
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られ，文学部では両者とも意思のある学生が多く，農学部では両者とも意思のある学生が少な
かった。
　これらの点から，文学部と農学部の学生の教職への意識は他の学部の学生のそれとは大きく
異なっているとともに，両者が対照的な特微を有していると見ることができる。さらに，図1
をもとに文学部と農学部の学生を「教員採用試験受験・非受験の理由」という観点から比較し
てみると，文学部では「教員になりたい」と「教育実習を経験して」教員になりたくなったと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いう理由により，あわせて41％の学生が教員採用試験を受験すると答えているのに対し，農学
部では「進学希望」，「企業への就職希望」という理由により，あわせて61％の学生が教員採用
　　　　　　　　　　　　　　　　試験を受験しないと答えており，両学部が対照的であることを裏付けている。
　文科系学部という観点から比較すると，法・商・政経の各学部の学生はおおむね同様な理由
により教員採用試験の受験・非受験を判断しており，教職に対する意識に共通性が高いことが
うかがえる。これにはこれらの学部において取得できる免許のうち，商学部の「高校・商業」
を除くと，「中学・社会」，「高校・地歴」・「高校・公民」とが共通していることの影響も考え
られよう。
　一方，理科系学部の2学部の間にはかなり大きな差異が見られた。すなわち，理工学部は
「教員になりたい」という理由で「教員採用試験の受験意思」のある学生の割合が39％と全学
部中最も高かったが，農学部は12％と逆にかなり低かった。また，非受験理由で最も割合が大
きいのはともに「進学希望」であったが，理工学部がこの割合が26％であったのに対し，農学
部は36％とこれも全学部中，最も高い割合となっていた。
　本学における過去5年の教員就任者数についてr明治大学教職課程年報』をもとに整理する
と図2の通りとなる。これを見ると，法，商，政経学部は教員就任者数が0～10人の範囲であ
り共通した傾向が見られる。一方，文学部では10～30人の範囲で学生が教職に就いており，実
数として比較的多いことがわかる。これに対し，農学部では教員就任者数が2～4人であり，
同じ理科系の理工学部では例年10人前後が教員となるのと比べても少ないことがわかる。理工
学部は農学部より教職課程履修学生が若干多いが，その分を差し引いても理工学部の方が教員
就任者数が多い傾向にある。理工学部の主たる免許教科である「数学」はここ数年求人も比較
的多く，こうしたことが学生が教員採用試験を受験するか否かに影響を与えているとも考えら
れよう。
　学生は卒業後の進路を考える際に，先輩や指導教員，あるいは，大学内の就職関連部署から
の情報，自己の所属学部・学科の就職動向を進路決定の一つの手がかりとするものである。今
回の分析からは文学部と農学部が全学の中でも教職への意識が特徴的であること，文科系学部
の中でも法・商・政経学部は共通性が高く，文学部はやや異なる傾向を有すること，理科系学
部では理学部と農学部は対照的であることなどが指摘された。仮に上記のような諸要因によ
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り，教職に就く意思が形成されにくい学部があるとすれば，その点を踏まえながら学生へのサ
ポートのあり方を検討していく必要があると言える。
　2．　男女別の傾向について
　男女別の分析の結果をまとめると次の通りとなる。
　①男子より女子の方が教育実習指導室を利用したことがある学生が多い傾向が見られた。
　②それ以外の点では，性別による差異は見られなかった。
　山下松蔵・臼井博は，教育実習の際に，「服装・化粧（身だしなみ）」，「授業スキルの不足」
で女子の方が男子より不安を感じる傾向にあったこと，全般的に教育実習前は男子より女子の
方が不安が高い傾向にあったことを報告している16）。教育実習前の不安は，教育実習指導室の
利用を促進する方向に働くものと思われる。今回のアンケートの分析では，女子が男子より教
育実習指導室を利用したことがある学生が多い傾向が見られた。このことに教育実習前の不安
が影響を与えたことも考えられよう。仮に，こうした傾向が本学の学生の特徴として見られる
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のであれば，教育実習指導室の役割として，女子学生の不安を軽減することに重点を置いた対
応が求められることになろう。
　また，仮に，男子学生が教育実習指導室を利用する機会が少ないということが本学の学生の
特徴として見られるのであれば，教職課程の授業やガイダンス等，様々な機会を通じて，男子
学生に重点的に利用を呼びかけることが教育的な配慮として必要となるだろう。
　3．　教員採用試験受験予定者の傾向について
　教員採用試験受験予定者を対象とした分析の結果をまとめると，次の通りとなる。
　①「教育実習指導室の利用」がある学生には「教員採用試験の受験意思」があるものが多か
　　った。
　②「教員採用試験の受験意思」のある学生ほど「教育実習指導室の利用頻度」が高かった。
　③「5年以内に教職に就く意思」がある学生ほど「教育実習指導室の利用頻度」が高かった。
　④「教員採用試験準備講座」に参加した学生には「5年以内に教職に就く意思」があるもの
　　が多かった。
　今回の研究で明らかになった統計的な関連性は，そこに因果関係が存在することを直接的に
意味するものではない。したがって，教育実習指導室や教員採用試験準備講座等，教職に関わ
る様々な機会（以下，これらを「教職リソース」と呼ぶ。）を学生が有効に利用するほど教員
採用試験を受ける，すなわち，教員になろうという意思が高まるのか，あるいは，逆に，その
ような「教職リソース」の利用の有無に関わらず，教職をめざす意思が強い学生が必然的に
「教職リソース」の利用を試みるのかについては断定的なことは言えない。しかし，両者の間
に関連性が見出されたことは，教育実習指導室の現行のサービスが学生の教職に就く意思の形
成に一定の役割を果たしていることを示唆するものと捉えることもでき，これらの関連性を今
後，検討することにより，教職課程履修学生の教職への意思形成の過程や学生への指導のあり
方について有益な知見が得られることも考えられる。複数年度のアソケート調査の結果の分析
を積み重ねることにより，今回の結果について再検証するとともに，実際に教職に就いた学生
や教員採用試験を受験した学生が，教職に就く意思をどのように確立していったかを継時的，
事例的に検討していくことが必要となろう。
　ただし，「教育実習指導室の利用の有無」と「5年以内に教職に就く意思」，「教員採用試験
準備講座の周知度」と「教員採用試験受験の意思」，「教員採用試験準備講座への参加の有無」
と「教員採用試験の受験意思」，「教員採用試験準備講座の周知度」と「5年以内に教職に就く
意思」には相互に関連性が見られなかった。教育実習指導室や教員採用試験準備講座を設置し
ている大学側からすると，当然の事ながら，それらの「教職リソース」を学生が有効に活用し，
教職に就く意思を高めるとともに，必要な情報を確実に得ることが望ましい。したがって，本
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来はこれらの項目の間にもその方向に沿った関連が見出される方がよいと考えられる。
　これらの項目の間に関連性が見出されなかった理由については，少なくとも次の要因が考え
られる。すなわち，教職への意思形成は複雑な過程をたどるため，「教職リソース」を利用す
る中で教職に就く意思が固まる学生もいれば，逆に，「教職リソース」を利用することにより
教職に就くことを断念する学生もいるというように，「教職リソース」の利用を通じて教職に
就く意思が変化するという可能性である。この点について明らかにするためには，アソケート
の改良に加えて，先述の通り，個別的で事例的な検討により明らかにしていくことが必要であ
る。
　4．今後の課題
　最後に今後の課題についてまとめて述べる。本論文で指摘したいくつかの点は，主として
2002年度のアンケート調査の結果から得られたものである。得られた示唆の信頼性，妥当性を
検証するためには過去の年度のアンケートや今後のアンケートの分析の蓄積は不可欠である。
また，アンケートからでは得られない学生の意識について，面接調査等を通じて確認していく
ことも重要である。
　長尾選は，東京学芸大学附属小学校において行われている3年次教育実地研究を受けた学生
にアンケート調査を実施し，教職に就く意思により学生を「教職志望」，「就職方向未定」，「非
教職志望」の3群に分け，その特徴を比較している17）。この中で，長尾は学生の教職に就く意
思により教育実地研究の効果が大きく異なることを指摘し，実地研究をより確かなものとする
ためには学生の目的意識の形成が重要であると述べている。この指摘から，実際の教育実習に
ついても，学生の目的意識をいかに形成するかが指導上のポイソトとなると考えられる。
　一方，佐久間亜紀は，近年の教育実習の動向を整理，分析した上で，「現行の高等教育シス
テムの中で教職準備教育が強化されると，教員免許取得にかかわる教育実習に臨む学生の質は
一層低下する可能性が高い」ことを指摘し，最近の教職準備教育強化の問題点を指摘してい
る18）。
　今回の分析から1さ，本学の教育実習指導室が学生の教職への意思形成に何らかの寄与をして
いることをうかがわせる結果が得られている。したがって，教育実習指導室が学生に有効に利
用されておらず，また，よい教師を輩出することに寄与していないとは思われない。しかし，
上述のように，事前指導の効果については様々な見解があることも事実であろう。こうした点
について明らかにしていくためにも，教職課程履修学生の「教職リソース」の利用の実態とそ
の教育的効果について一層明らかにすることが，今後の課題として重要であると言えるだろう。
〈謝辞〉教育実習指導室で日々，学生への対応にあたっている野口朋子さん，大森春菜さん
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には，お忙しい中，アンケートの整理等に関して多大なご協力をいただきました。心より御礼
申し上げます。
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